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平成16年３月期     個別中間財務諸表の概要        平成15年11月20日  

会 社 名 株式会社クイック            登録銘柄 
コ ー ド 番 号  ４３１８                本社所在都道府県  大阪府 
（ＵＲＬ http://919.jp/ ） 
代  表  者 役  職  名  代表取締役社長 
        氏    名  和 納  勉 
問い合わせ先 責任者役職名  取締役管理本部長 
        氏    名  藤 原 功 一     ＴＥＬ（06）6375－0061 
決算取締役会開催日  平成15年 11月 20日      中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日  平成 - 年 -月 - 日      単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株） 

１．15年９月中間期の業績（平成15年４月１日～平成15年９月30日）   
(1) 経営成績                                   （百万円未満切捨て） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
15年９月中間期 
14年９月中間期 

百万円 ％ 
2,253（  1.7） 
2,216（△5.6） 

百万円 ％ 
62（ 112.8） 
 29 (△82.8） 

百万円 ％ 
74  （  54.3） 
48  （△70.5） 

15年３月期 4,737           143     148 

 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 
15年９月中間期 
14年９月中間期 

百万円 ％ 
    39 （  14.4） 

34 （△63.2） 

          円   銭 
      8   51 
     7   37 

15年３月期 59            12   65 

(注)1.期中平均株式数 15年９月中間期4,658,758 株 14年９月中間期4,698,361株 15年３月期 4,685,980 株 

2.会計処理の方法の変更   無  
3.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2) 配当状況 

 
1株当たり 
中間配当金 

1株当たり 
年間配当金 

 
 

 
15年９月中間期 
14年９月中間期 

円 銭 
       0 00 
        0 00 

円 銭 
―――― 
―――― 

 
 

15年３月期 ――――       10 00  

 

(3) 財政状態 
 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
15年９月中間期 
14年９月中間期 

百万円 
2,662      
2,368      

百万円 
1,472      
1,462      

       ％ 
 55.3 
 61.7 

円   銭 
   316   73 
   312   50 

15年３月期 2,808      1,480       52.7    317   64 

(注)1.期末発行済株式数 15年９月中間期 4,650,294株 14年９月中間期 4,680,644株 15年３月期 4,660,294株 
2.期末自己株式数  15年９月中間期    60,150株 14年９月中間期    29,800株 15年３月期    50,150株 

２．16年３月期の業績予想（平成15年４月１日～平成16年３月31日） 
１株当たり年間配当金 

 売上高 経常利益 当期純利益 
期 末  

 
通  期 

百万円 
4,430    

百万円 
190    

百万円 
95    

円 銭 
  10 00 

円 銭 
   10 00  

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)  20 円 17 銭 
 

上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さまざまな要因によっ
て異なる結果となる可能性があります。 
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５．中間財務諸表等 
(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成14年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  497,582   507,960   547,196   

２．受取手形  18,975   12,672   13,828   

３．売掛金  599,622   584,456   621,975   

４．有価証券  351,791   221,862   301,831   

５．繰延税金資産  25,044   34,904   27,109   

６．その他  72,905   94,262   99,790   

貸倒引当金  △7,616   △4,316   △4,628   

流動資産合計   1,558,306 65.8  1,451,803 54.5  1,607,103 57.2 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ＊1,2          

(1）建物  105,360   96,054   99,522   

(2）土地  134,565   134,565   134,565   

(3）その他  19,723   13,673   14,431   

計  259,649   244,292   248,519   

２．無形固定資産  14,126   19,337   19,092   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  176,502   158,006   153,555   

(2）関係会社株式 ＊４ 62,230   515,525   507,216   

(3）繰延税金資産  84,738   100,503   100,732   

(4）その他  229,061   212,064   213,537   

貸倒引当金  △15,772   △38,573   △41,318   

計  536,760   947,526   933,722   

固定資産合計   810,536 34.2  1,211,156 45.5  1,201,334 42.8 

資産合計   2,368,842 100.0  2,662,960 100.0  2,808,438 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成14年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 金額（千円） 

構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  460,300   476,979   557,798   

２．短期借入金  30,200   100,200   105,700   

３．１年以内返済予定
長期借入金 ＊２ 58,995   95,405   99,080   

４．未払法人税等  13,131   44,447   44,221   

５．賞与引当金  66,000   65,412   63,000   

６．その他 ＊３ 100,831   108,091   109,603   

流動負債合計   729,457 30.8  890,538 33.4  979,404 34.9 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ＊２ 57,174   163,768   210,782   

２．退職給付引当金  2,685   15,525   17,673   

３．役員退職慰労引当
金  116,826   120,262   120,262   

固定負債合計   176,686 7.5  299,556 11.3  348,717 12.4 

負債合計   906,144 38.3  1,190,094 44.7  1,328,121 47.3 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   328,365 13.8  328,365 12.3  328,365 11.7 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  248,974   248,974   248,974   

資本剰余金合計   248,974 10.5  248,974 9.3  248,974 8.9 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  16,643   16,643   16,643   

２．任意積立金  840,000   840,000   840,000   

３．中間（当期）未処
分利益  44,365   62,022   68,993   

利益剰余金合計   901,008 38.0  918,665 34.5  925,636 32.9 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   △527 △0.0  1,821 0.1  △787 △0.0 

Ⅴ 自己株式   △15,123 △0.6  △24,959 △0.9  △21,871 △0.8 

資本合計   1,462,698 61.7  1,472,866 55.3  1,480,316 52.7 

負債資本合計   2,368,842 100.0  2,662,960 100.0  2,808,438 100.0 
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   2,216,067 100.0  2,253,332 100.0  4,737,762 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,548,300 69.9  1,517,972 67.4  3,312,359 69.9 

売上総利益   667,766 30.1  735,360 32.6  1,425,402 30.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  638,324 28.8  672,695 29.8  1,282,224 27.1 

営業利益   29,442 1.3  62,664 2.8  143,178 3.0 

Ⅳ 営業外収益 ＊１  21,720 1.0  16,758 0.7  27,302 0.6 

Ⅴ 営業外費用 ＊２  3,022 0.1  5,142 0.2  21,650 0.5 

経常利益   48,140 2.2  74,281 3.3  148,829 3.1 

Ⅵ 特別利益 ＊３  8,494 0.4  252 0.0  5,058 0.1 

Ⅶ 特別損失 ＊４  199 0.0  － －  46,671 0.9 

税引前中間（当
期）純利益   56,434 2.6  74,533 3.3  107,215 2.3 

法人税、住民税及
び事業税 

 13,541   44,296   57,582   

法人税等調整額  8,252 21,794 1.0 △9,394 34,901 1.5 △9,634 47,947 1.0 

中間（当期）純利
益   34,640 1.6  39,631 1.8  59,267 1.3 

前期繰越利益   9,725   22,390   9,725  

中間（当期）未処
分利益 

  44,365   62,022   68,993  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

(1）満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

有価証券 

(1）満期保有目的の債券 

同左 

有価証券 

(1）満期保有目的の債券 

同左 

 (2）子会社株式 

 移動平均法による原価法 

(2）子会社株式 

同左 

(2）子会社株式 

同左 

 (3）その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算出） 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

出） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 （会計処理の変更） 

 有価証券の評価方法について

は当中間会計期間より総平均法

から移動平均法に変更しており

ます。 

 これは、四半期情報の開示に

備えるため、有価証券の売買損

益の把握を迅速かつ適時に行う

ために変更したものでありま

す。 

 なお、この変更による損益に

与える影響はありません。 

 （会計処理の変更） 

 有価証券の評価方法について

は当事業年度より総平均法から

移動平均法に変更しておりま

す。 

 これは、四半期情報の開示に

備えるため、有価証券の売買損

益の把握を迅速かつ適時に行う

ために変更したものでありま

す。 

 なお、この変更による損益に

与える影響はありません。 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

 定額法 

(1）有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

 定額法 

(1）有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

 定額法 

 その他の有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物及び構築物 

８年～47年 

 車両運搬具      ６年 

 器具及び備品  ４年～10年 

その他の有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の 

とおりであります。 

 建物及び構築物 

８年～47年 

 器具及び備品  ４年～10年 

その他の有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物及び構築物 

８年～47年 

 車両運搬具      ６年 

 器具及び備品  ３年～10年 

 (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額の全額を計上してお

ります。 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額の全額を計上しておりま

す。 

なお、平成15年４月に役員退

職慰労金内規を改定し、平成15

年３月末現在の役員退職慰労金

要支給見込額をもって最終残高

としており、当中間会計期間よ

り引当計上を行っておりませ

ん。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額の全額を計上しておりま

す。 

なお、平成15年４月に役員退

職慰労金内規を改定し、平成15

年３月末現在の役員退職慰労金

要支給見込額をもって最終残高

としており、平成15年４月以降

対応分については引当計上を

行っておりません。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は、

102,702千円であります。 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

111,627千円であります。 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

105,615千円であります。 

＊２．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

す。 

＊２．    ――――― ＊２．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

す。 
 

建物 15,204千円 

土地 12,804千円 

計 28,009千円 
  

   
建物 15,040千円 

土地 12,804千円 

計 27,844千円 
  

 担保付債務は次のとおりです。   担保付債務は次のとおりです。 
 

１年以内返済予定長
期借入金 

5,600千円 

  

  
１年以内返済予定長
期借入金 

1,400千円 

  
＊３．消費税の取扱い 

 仮払消費税及び仮受消費税は相殺のう

え、金額的重要性が乏しいため、流動負

債の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

＊３．消費税の取扱い 

同左 

＊３．    ───── 

＊４．関係会社株式には、貸借対照表日を払

込期日とする新株式払込金20,000千円が

含まれております。 

＊４．    ───── ＊４．    ───── 

５．    ───── ５．債務保証 

  下記のとおり金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。 

   ㈱ケー・シー・シー 315,200千円 

５．債務保証 

  下記のとおり金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。 

   ㈱ケー・シー・シー 350,000千円 

 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 
＊１．営業外収益の主要項目 
  

 
受取利息及び配当金 9,529千円 
  

 
受取利息及び配当金 155千円 

受取販売協力金 11,104千円 
  

 
受取利息及び配当金 9,784千円 
  

 
＊２．営業外費用の主要項目 
  

 
支払利息 1,763千円 
  

 
支払利息 3,207千円 
  

 
支払利息 3,815千円 

貸倒引当金繰入額 17,220千円 
  

 
＊３．特別利益の主要項目 
  

 
役員退職慰労引当金
戻入益 8,494千円 

  

 

───── 

  

 
役員退職慰労引当金
戻入益 5,058千円 

  

 
＊４．特別損失の主要項目 
  

 
───── 

  

 
─────  

  

 
投資有価証券評価損 22,730千円

関係会社株式評価損 21,658千円
  

 
 ５．減価償却実施額 
  

 
有形固定資産 7,748千円 

無形固定資産 1,033千円 
  

 
有形固定資産 6,012千円 

無形固定資産 2,092千円 
  

 
有形固定資産 14,879千円 

無形固定資産 2,747千円 
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（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

(有形固定資
産) 
その他 

39,060 6,783 32,276 

無形固定資産 18,833 3,799 15,034 

合計 57,894 10,583 47,310 
  

 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

(有形固定資
産) 
その他 

39,060 15,331 23,728 

無形固定資産 19,839 5,115 14,724 

合計 58,900 20,447 38,453 
  

 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

(有形固定資
産) 
その他 

39,060 11,057 28,002 

無形固定資産 19,839 3,023 16,816 

合計 58,900 14,081 44,818 
  

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 
１年内 11,739千円

１年超 36,046千円

合計 47,785千円
  

 
１年内 12,616千円

１年超 26,796千円

合計 39,412千円
  

 
１年内 12,379千円

１年超 33,164千円

合計 45,543千円
  

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
 

支払リース料 10,469千円

減価償却費相当
額 

8,965千円

支払利息相当額 861千円
  

 
支払リース料 6,927千円

減価償却費相当
額 

6,365千円

支払利息相当額 796千円
  

 
支払リース料 17,362千円

減価償却費相当
額 

15,247千円

支払利息相当額 1,722千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日）、当中間会計期間（自平成15年４月１日 至

平成15年９月30日）及び前事業年度（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日）のいずれにおいても子会社

株式で時価のあるものはありません。 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

――――――  分社型吸収分割 

 当社は、平成15年７月22日開催の

取締役会において、商法374条ノ22

第１項の規定及び商法第374条ノ23

第１項の規定に基づき、当社のテク

ノサービス部門に関する営業を分割

し、当社の100％子会社である㈱

キャリアシステムに承継させること

を決定し、平成15年７月23日付で、

㈱キャリアシステムと吸収分割に関

する契約を締結いたしました。 

① 会社分割の目的： 

 経営の効率化及び意思決定の迅

速化を図るため。 

② 承継される営業： 

 建築・土木等の設計及び施工管

理業務等の請負、特定労働者派遣

事業。 

③ 吸収分割に際して発行する株式

及びその割り当て： 

 ㈱キャリアシステムは、普通株

式５株を発行し、そのすべてを当

社に割り当てる。 

④ 分割期日 

 平成15年10月１日 

⑤ 承継する資産・負債 

 分割期日前日の当該事業に係る

資産、負債及び契約上の地位並び

に従業員を承継する。 

 なお、当該資産、負債の平成15

年９月30日現在の状況は、下記の

とおりであります。 

科目 
金額  

(千円) 

現金及び預金 40,000 

売掛債権 65,378 
資

産 その他資産 5,282 

資産合計 110,661 

買掛債務 13,779 

未払金 630 
負

債 その他負債 12,660 

負債合計 27,069 

資産合計－負債合計 83,591 
 

―――――― 

 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 


